様式第１（第５条関係）
番　　　　号
平成　　年　　月　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　補助事業の目的及び内容
    　実施計画書（別紙１）のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費及び補助金の配分額
      経費内訳（別紙２）のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
６　その他参考資料
注１　共同申請の場合には、全ての申請者の連名とすること。

注２　その他参考資料として、以下の書類を添付すること。

　　　＜必須提出書類＞

①申請者（共同申請者含む）の組織概要・事業実績に関する資料（事業概要、資本金及び資本構成、直近２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書など）

②積算根拠資料
③振込先調書

④「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年7月環境省地球環境局）」において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）の入力済みデータファイル。
別紙１
特殊自動車における低炭素化促進事業　実施計画書注1
	使用事業者
	

	今年度の

ハイブリッドオフロード車等の導入計画
	ハイブリッドオフロード車等の導入に
係る事業方針
	

	
	導入台数注2
	　　　　　台

	うち、今年度の補助事業
における

事業計画
	導入予定

機種
	種別：

車名：　　　　　　　　　　　型式：

	
	下取車

の有無
	有

（　　　台）
	機種
	

	
	
	
	型式
	

	
	
	無
	

	
	１台あたりの

年間稼働時間

（見込み）
	　　　時間/年

（概算根拠）



	
	特定被災区域での使用予定

の有無
	有
	（使用場所）

	
	
	
	（使用する事業名、事業内容等）



	
	
	無
	

	
	事業費

（千円）
	補助対象

事業費
	

	
	
	補助対象外

事業費
	

	
	
	総事業費
	

	過年度の

ハイブリッドオフロード車等の導入実績
	導入台数注2
	有
	　　　　　年度：　　　台
（うち、当該補助事業による導入注3：　　台）

	
	
	無
	

	
	その他
	


（注1）事業計画については、補助対象機種１台毎に作成・提出すること。
（注2）購入及びリース導入の合計台数を記載すること。
（注3）平成23年度は、先進的次世代車普及促進事業（ハイブリッドオフロード車導入事業）による導入台数を記載すること。
 別紙２
特殊自動車における低炭素化促進事業に要する経費内訳
１．所要経費
	通し
番号
	(1)補助対象経費支出予定額　　
(円)
	(2)寄付金その他の収入
(円)
	(3)差引額
（(1)-(2)）
 (円)
	(4)基準額※
×台数(a)
(円)
	(5)国庫補助基本額
（(3)と(4)を比較して少ない方の額）　　(円)
	(6)補助金所要額
（(5)×1/2）
(円)
	(7)ＣＯ２削減効果

(t)

	①
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	（補助金所要額総計）
	
	


※基準額は実施要領にて別途定める額とする。
2．補助対象経費支出予定額内訳
	通し番号
	補助対象機種
	台数
(a)
	補助対象
経費内訳
（通常車との差額）(b) 
(円)
	補助対象経費支出予定額
(a)×(b)
 (円)
	備考
（主に自動車の用途を記入）

	
	種目
	種別
	メーカー名
	車名
	型式
	呼称
	
	
	
	

	①
	ハイブリッドオフロード車等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１．通し番号に従い、呼称別に各項目を記載すること。
２．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。
３．ＣＯ2削減効果については、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年7月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により算定した年間のＣＯ2削減量を記載すること。また、その根拠資料として、同ファイルを添付すること。
ガイドブックによるＣＯ2削減量の算定に当たっては、以下に留意すること。　

①エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定すること（「事業による波及導入量」に基づくＣＯ2削減量の算定は不要。）。

②エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記載することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記載するとともに、その具体的資料を添付すること。
様式第２（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）交付決定通知書
                                                    事　業　実　施　者
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
地方環境事務所長　　　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　第　　号交付申請書のとおりである。
２  補助金の交付決定額は、金　　　　　　　　円である。
　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が　変更されるときは、別に通知するところによる。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け　第　　号交付申請書記載のとおりである。
４　事業実施者は、適化法、適化法施行令及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱（平成２５年５月１５日付け・環水大自発第1305156号）に従わなければならない。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。
６　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
様式第３（第９条関係）
番　　　号
　　平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第９条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　国庫補助変更申請額
３　変更内容
４　変更理由

　　（注）具体的に記載する。
注１　２の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載する。

　２　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、別紙２については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。
様式第４（第１０条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１０条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１  補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　変更の内容
３　変更を必要とする理由
４　変更が補助事業に及ぼす影響
注１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載して添付すること。

２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。
様式第５（第１１条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　事業所実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１１条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　中止（廃止）を必要とする理由
３　中止（廃止）の期間
４　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
５　中止（廃止）後の措置
注１　中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２に中止（廃止）前の金額を上段に（　）書きし、中止（廃止）後の金額を下段に記載した書類を添付すること。
様式第６（第１２条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）の遅延について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１２条の規定により下記のとおり指示を求めます。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　遅延の原因及び内容

３　遅延に係る金額

４　遅延に対して採った措置

５　遅延等が補助事業に及ぼす影響

６　補助事業の遂行及び完了の予定

注１　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。

様式第７（第１３条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１３条の規定により下記のとおり報告します。
記
　補助事業の名称
　　特殊自動車における低炭素化促進事業
	  経費の区分
	  計画額(円)
	  実施額(円)
	       遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第８（第１５条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（水・大気環境分野［民間団体］）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１５条の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
３　補助事業の実施状況
（１）補助事業の内容
（２）補助事業の効果
４　補助金の経費収支実績
　　　別紙１により記載すること。
５　添付資料
（１）各種手続等に係る書面の写し（完成図書を含む。）
（２）写真（整備又は導入した設備等が分かるもの）
（３）その他参考資料（領収書含む）

別紙１
特殊自動車における低炭素化促進事業　経費所要額精算調書
１．経費実績額
	通し
番号
	(1)補助対象経費実支出額　 
(円)
	(2)寄付金その他の収入
(円)
	(3)差引額
（(1)-(2)）
 (円)
	(4)基準額※
×台数(a)
(円)
	(5)国庫補助
基本額（(3)と(4)を比較して少ない方の額）　
(円)
	(6)補助金所要額
（(5)×1/2）
(円)
	(7)補助金交付決定額
(円)
	(8)過不足額（(7)-(6)）
(円)
	(9)ＣＯ2削減効果

(t)

	①
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	（総計）
	
	
	
	


※基準額は実施要領にて別途定める額とする。
2．補助対象経費実支出額内訳
	通し番号
	補助対象機種
	台数
(a)
	補助対象
経費内訳
（通常車との差額）(b) 
(円)
	補助対象経費実支出額
(a)×(b)
 (円)
	備考
（主に自動車の用途を記入）

	
	種目
	種別
	メーカー名
	車名
	型式
	呼称
	
	
	
	

	①
	ハイブリッドオフロード車等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１．通し番号に従い、呼称別に各項目を記載すること。
２．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。
３．交付決定時の数量、金額等を上段に（　）書きし、下段に精算時の数量等を記入すること。
４．次の関係書類を添付すること。（写真は台帳等に貼付し概要を付記すること）
　　　①補助対象経費に係る請求書の写し　②補助対象経費の支払いを証する書類　
③納品書等の写し（導入機種の製造番号がわかるもの）　④導入機種の整備状況を示す写真　⑤その他参考となる書類
５．ＣＯ2削減効果については、事業の完了時における「ＣＯ2削減効果」を、同時点のデータ及び実施した事業の内容を踏まえ記載すること。記載に当たっては、以下の注意事項に従うこと。
	（注）ＣＯ2削減効果については、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年7月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により算定した年間のＣＯ2削減量を記載すること。また、その根拠資料として、同ファイルを添付すること。
ガイドブックによるＣＯ2削減量の算定に当たっては、以下に留意すること。

①エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定すること（「事業による波及導入量」に基づくＣＯ2削減量の算定は不要。）。

②エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記載することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記載するとともに、その具体的資料を添付すること。


様式第９（第１６条関係）
                                                     　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）交付額確定通知書
                                             事業実施者
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）については、平成　　年　　月　　日の事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１６条第１項の規定により通知する。
　　平成　　年　　月　　日
地方環境事務所長 　　　　　印　
記
　　　　　補助事業の名称
特殊自動車における低炭素化促進事業
    　　　確　　　定　　　額　　　　　　金　　　　　　　　　　円

　　　　
様式第１０（第１７条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（水・大気環境分野［民間団体］）概算（精算）払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定（交付額確定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）の概算払（精算払）を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第１７条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　請求金額            金               　　　円
３　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                               　 (単位：円)
	経費区分
	交付決定額
    ①
	     支　出　費　用　状　況 
	概　算　払
受領済額
    ⑤
	差引請求額
  ④－⑤

	
	
	　実績額
    ②
	　見込額
    ③
	  合　計
④＝②+③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


  （精算払の場合）                                       　(単位：円)
	 交付決定額
	 確定額
       ①
	 概算払受領済額
       ②
	 差引請求額
    ①－②

	
	
	
	


４　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義
５　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
様式第１１（第１９条関係)
取　得　財　産　等　管　理　台　紙　（平成　　年度）
	　　財　産　名
　（備　品　名）
	　規　格
	数量
	単 価
   (円)
	金　額
  　 (円)
	取　得
年月日
	耐用
年数
	設置又は
保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第２０条第１項に規定する処分制限額以上の財産とする。
　２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
　３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

様式第１２（第２２条関係）
番　　　号
平成　　年　　月　　日
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）に係る消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書

　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）について二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（水・大気環境分野［民間団体］）交付要綱第２２条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
　　　特殊自動車における低炭素化促進事業
２　補助金額（要綱第１６条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　
３　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　
４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円        
５　補助金返還相当額（４－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
円　　　　
注１　別紙として積算の内容を添付すること。
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